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浜田市職員措置請求に関する監査結果  

(規定のない市長送迎のための公用車に係る公費負担の件 ) 

 

第 1 請求の受付  

1 請求人  

住所  省略  

氏名  省略  

 

2 請求の内容  

請求 人提 出の 浜田 市職 員措 置請 求書 の請 求の 要旨 は次 のと おり

であり、事実証明書は省略する。  

(1) 請求の要旨  

浜田市に対して措置請求をする。  

浜田市が浜田市長久保田章市の送迎を行っている。浜田市の規定

にない送迎であるため、それにかかる人件費、ガソリン代等は不当

な支出である。  

上記支出は規定にない不当な支出であり、同額の損害を浜田市に

与えている。したがって、「浜田市が久保田章市に損失額と同額の

返還請求をすること」を請求する。  

浜田市長久保田章市の朝夕の送迎の規定はない。しかし、当たり

前のように送迎が行われている。（市長の送迎のためのドライバー

の人件費、車の購入費、ガソリン代等は規定にない支出）  

その送迎の車に乗らず、車を返して、徒歩で市役所に出勤するこ

とがある。徒歩出勤するにも拘らず、送迎の車を官舎まで来させる

ことは無駄である。時には、市長の鞄のみを運ぶこともある。（鞄

を持って歩けばすむことである。）  

上記 理由 によ り、 久保 田章 市の 送迎 の中 止と 、市 長就 任時 から

の送迎費用を浜田市は久保田章市に訴求することを要求する。  

規定 がな いた め、 規定 がな いこ との 証明 はで きな い。 とり あえ

ず、平成 29 年 4 月 1 日から 6 月 30 日までの運行記録を添付する。  

 

3 請求書の受理  

本件請求は、平成 29 年 8 月 4 日に提出され、請求要件を具備し
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ているとして受理した。  

 

 4 請求の要件審査  

本件請求は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」

という。）第 242 条の所定の要件を満たしているか否かについて検

討した。本 件請求 で請求人は 、市長 就任時から の送迎 費用を訴 求

することを求めているが、法第 242 条第 2 項に「前項の規定によ

る請求は、当該行為のあった日又は終わった日から 1 年を経過し

たときは、 これを することが できな い。ただし 、正当 な理由が あ

るときは、 この限 りでない」 と規定 されており 、本件 請求書の 受

付が平成 29 年 8 月 4 日であることから、当該行為のあった日から

1 年以上経過している市長就任時から平成 28 年 8 月 3 日までの間

の支出については、法第 242 条に定める適法な住民監査請求には

当たらないと判断した。  

よって、監査の対象を本件請求日前 1 年間の公費負担とした。   
第 2 監査の実施  

本件請求について、法第 242 条第 4 項の規定により、次のとお

り監査を実施した。  

1 監査対象事項  

請求 の内 容及 び要 件審 査の 結果 を総 合的 に判 断し て、 監査 対象

事項を次のとおりとした。  

本件請求日前 1 年間における、浜田市長の送迎に要した費用を

浜田市の公 費で負 担したこと は違法 又は不当な 財務会 計上の行 為

であるか。  

 

2 監査の期間  

平成 29 年 8 月 7 日から同年 9 月 25 日まで  

 

3 監査の対象部課  

市長公室及び総務部行財政改革推進課を監査対象とした。  

 

4 請求人による陳述及び証拠の提出  
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平成 29 年 8 月 21 日に請求人による陳述の機会を設けた。陳述

には、請求 人が出 席し、浜田 市職員 措置請求書 に従い その趣旨 を

述べた。請求人から事実証明書のほかに証拠の提出はなかった。  

 

5 監査の対象部課の関係職員による陳述及び証拠の提出  

平成 29 年 9 月 1 日に市長公室長及び秘書係長による陳述を聴取

した。平成 29 年 8 月 21 日に浜田市長（市長公室）から意見書の

提出があったほか、行財政改革推進課から証拠の提出があった。  

陳述の要旨は次のとおり。  

(1) 規定のない市長の送迎について  

浜 田市 長 の 送 迎は 、 市長 の 円 滑 な公 務 遂行 に 資 す るも の であ

り、ま た、 市長 の 機動性 の確 保、 安 全の確 保と いっ た 観点か ら

も合理 性の ある 行 為であ る。 さら に 、他の多くの地 方 公共団体

におい ても 、規 定 を定め るこ となく、常識の範囲内 の 対応と し

て一般的に 行わ れ ている 行為 であ り 、請求 人が主張す る不当 な

公金の支出には当たらない。  

(2) 市長の鞄のみを運ぶことについて  

市 長の 円 滑 な 公務 に 資す る と い う大前 提の元に 公 用車 の手配

をして おり 、そ の 市長が 持参する荷物自体の中 に、 当 日の公 務

に必要 な書類等 が あれば 、そ うい っ た受け渡し も必要 な行為 で

はない かと考え 、今まで 運用 して き た。こ の考え方 は今も変わ

ってい ない が、 本 監査請 求以降に つ いては 、そ うい っ た荷物の

受け渡しを して い る実態は今のと ころ出て いな いと認識して い

る。  

 

第 3 監査の結果  

1 事実関係の確認  

監査対象事項の内容に関して、次の事項を確認した。  

(1) 概要  

市長宿舎 と市 役 所 の間 の 市 長送 迎 は 、行 財 政 改革 推 進 課所属

の乗務員が運転する公用車により行っている。  

(2) 公用車の管理について  

本 市で は 、 公用 車 の維持管理 の適 正 及 び効率的 運用 等 を図る
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ことを目的として、浜田市公用車管理規則（平成 17 年浜田市規

則第 66 号）を定め、本庁の公用車の管理は、同規則第 3 条第 1

項の規定により行財政改革推進課が行っている。  

また、浜田市公用車配車依頼受付基準（平成 21 年 4 月 1 日制

定）に おい て行 財 政改革 推進 課所属の乗務 員以外の 運転を認め

ないこととする公用車を定め、市長の送迎に使用する公用車（以

下「市長専用車」という。）は、これに含んでいる。  

なお、市長専用車に関するその他の規定は定めていない。  

(3) 市長専用車の使用形態について  

市長公室からの配車依頼は、原則として事前に週間予定表（市

長日程表） を行 財 政改革 推進 課へ提 出する こと によ り なされ 、

乗務員 はこ れに基づき市 長専用車 の 乗務を 行っ てい る 。なお 、

週間予定表の提 出後に配車の必要 が生じた とき は、口頭によ り

配車の依頼をすることとしている。  

出張等 の特別な 公 務 の場合 を除き 、 朝登庁す る際は 、 乗 務員

が市長宿舎へ市 長専用車 によ り市 長 を迎え に行 き、 公 務終了後

は、市 長宿舎へ市 長専用 車に より 市 長を送 って いる 。 これは 、

市長の 円滑 な公 務 の遂行 に資 する も のであ り、 また 、 市長の 機

動性の 確保 、安 全 の確保 とい った 観 点から も合 理性 の ある行 為

だと考え、運用している。  

な お、 市 長専用 車 が 朝市 長 を 迎え に 行 き、 市 長 が乗 ら ず 鞄の

みを運 ぶこ とに つ いては 、市 長公 室 では、 市長 の円 滑 な公務 に

資する とい う前 提 の元に 市長専用 車 の手配をし てお り 、市長 が

持参する荷物自体の中に、当日の公務に必要な書類等があれば、

そういった受け渡しも必要な行為であると考えている。  

(4) 市長専用車の運転日報について  

公用車を使用した職員は、浜田市公用車管理規則第 5 条の規

定に基づき 、公 用 車の使用状況を 運転日報に記載す る ことと し

ており 、市 長専用 車につ いて も出庫時間、 入庫時間 、 運行先等

を運転日報に記録している。  

(5) 市長宿舎と市役所間の送迎に要した費用について  

行 財政 改 革 推進 課 で は、 送 迎 に要 し た 費用 を 、 次の と お り算

出している。  
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ｱ 市長専用車の取得費用  

市長専用車は、平成 22 年 6 月 8 日に 4,007,312 円で購入して

おり、賃借料の支出はない。  

ｲ 市長宿舎と市役所間の送迎に係る乗務員の人件費  

乗務員は 2 名が交替で乗務し、人件費は 135,768 円（ 1 回当

たりの送迎時間を 15 分として計算）である。  

ｳ 市長宿舎と市役所間の運行に係る燃料費  

運行に係る燃料費は 16,414 円（ 6km/ℓとして計算）である。  

 

2 監査委員の判断  

本件 請求 にお いて 請求 人は 、浜 田市 が行 う市 長の 送迎 は規 定の

ない送迎で あるた め、それに 係る費 用は不当な 支出で あると主張

し、また、 市長が 市長専用車 に乗ら ず、鞄のみ を運ぶ ことも不 当

であると主張して いる。この ことに ついて、事 実確認、監査対 象

部課の説明、関係資料に基づき、次のように判断する。  

(1) 市長宿舎と 市役所との間の送 迎に係る市長専用 車の使用につ

いて  

特別職の公務員である市長は、地方公務員法（昭和 25 年法律

第 261 号）第 4 条第 2 項の規定により、同法に規定された給与、

勤務時 間そ の他 の 勤務条 件や服務 等 につい ての 適用 は除外さ れ

ており、法令等で市長の通勤の規定は明確に定められていない。 

ま た、 市 長 の 送迎 は 、そ の 円 滑 な公 務 遂行 に 資 す るも の であ

り、「自宅への送迎における知事専用車の使用は、公的活動と私

的活動 との切替え 時にお いて も、 機 動性を 確保 し、危機管理 を

徹底し よう とす る もので ある から 、 その使用は 合理 性 を有す る

といえる」（平成 20 年 2 月 8 日東京地方裁判所判決）旨の判例

にある とお り、 こ れに市 長専用車 を使用す るこ とは 合 理性を有

すると考えることが妥当である。  

よ って 、 市 長 の送 迎 に係 る 明 確 な規 定 がな い こ と をも っ て、

違法又は不当な支出であるとはいえない。  

(2) 市長専用車で市長の鞄のみを運ぶことについて  

公用車は、浜田市公用車管理規則において、「市がその業務に

使用す るた め所有又は保有す るも の 」と定義さ れ、 市 長公室 で
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は、市 長の 円滑 な 公務に 資す ると い う前提 に基づき 、 市長が 持

参する荷物自体の 中に、 当日 の公 務 に必要 な書類等 が あれば 、

荷物の みを 運ぶ こ とも必要な 公務 と なる行 為で ある と考え運 用

してい る。 その 運 用は、 市長 の合 理 的な判 断にゆだねられて い

ると考える べき も のであ るか ら、 こ れに市 長専用車 を使用す る

ことをもって違法又は不当な支出であるとはいえない。  

(3) まとめ  

以 上の と お り 、市 長専用 車 の使用に 違 法又 は 不 当 は存せ ず、

また、 本市 に損 害 が発生した とも い えない こと から 、 監査対 象

とした 市長 送迎 に 要した 費用 の公 費 負担に つい ては 、 違法又 は

不当であるとは認められない。  

 

3 結論  

本件 請求 に つい て は、 監査 の 結果 、 合議によ り 次の よ うに決定

した。  

本件請求については、理由がないものと認め棄却とする。  

 

第 4 意見  

地方 公共団体は法 に定 める とお り、最少の経 費で最大の効果を

挙げるようにしなければならないとされ、公金の支出については、

効果のある執行に努めるとと もに、 その支出内 容につ いては、 住

民の理解が得られるよう努めることが求められる。  

今回の事案は 、市 長専用車 の運 用に 関す る明 確な根拠 規定 がな

いこと、市 長を迎 えに行った 市長専用車に市長 が乗ら ず、鞄の み

を運ぶことがあるという実情が疑念となり本請求に至っている。  

市長 は、 その 職責の重要性 から認め られ た裁量権の範囲内 で専

用の公用車 と乗務 員による送 迎が行 われている もので あるが、透

明性の確保 及び市 民への説明責任を 果たすため にも、 適正な利用

を行ってい るとす る根拠とし て、公 正で客観的 な利用基準の策定

が必要であ ると考える。また 、市長 の機動性や安全面の確保等 を

理由とする配車の目的に沿っ た利用 を行い、市 民へ誤解を招くこ

とがない運用を徹底するよう要望する。   


